
◇日　時　2011年9月16日（金）
◇場　所　SUN会館（スズキ労働会館） 3F大ホール
◇内　容　【報告承認事項】
　　　　　　①第39期活動経過報告
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　　　　　　③第39期会計監査報告
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【議件】
　①第40期役員定数　役員選挙の件
　②顧問委嘱の件
　③第40期予算（案の件）

スズキ労連の第39期（2010年9月12日～ 2011年9月16日）の活動も残り僅かとなりました。
私たちは昨年の2010年9月12日（日）に第39回定期大会を開催し、
「築こう! 希望が持てる社会を踏み出そう! 明るい未来に向けた一歩」をスローガンに掲げ、
1年間の活動を進めてきました。
本年は9月16日（金）に第40回定期大会を開催し、「明るい未来」に向けた残り1年間の
スズキ労連運動方針を決定します。

スズキ関連労働組合連合会
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第40期役員定数 役員選挙の件第1号 議案
＜内容略＞

顧問委嘱の件第2号 議案
＜内容略＞

第40期予算（案）の件第3号 議案
＜内容略＞
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Ⅰ．基本認識
● リーマンショックによる世界金融危機から約 2年が経過した現在、世界経済は引き続き予断を許さぬ状
況にありますが、各国において打ち出された緊急的な政策対応や各企業が従業員の雇用や生活をも巻
き込み講じた施策等が奏効し、アジアを中心に持ち直しの動きが広がり、一時の最悪な状況からは脱
したと捉えられています。

● 日本経済についても、指標等では持ち直し傾向が続いていますが、これは各国の回復を背景にした輸出
と政府による緊急経済対策等にけん引されたもので、自律的な回復軌道に乗ったといえる状況には至
っていない道半ばの状態と考えられます。

● 2009 年 8 月の第 45 回衆議院議員選挙において、「政権交代」、「国民生活が第一」を掲げた民主党の圧
倒的な勝利による新政権が発足しました。そして、平成 22 年度予算での硬直的な予算配分の大幅見直
し、さらには、事業仕分けによる無駄遣いの削減など、自民党政権下では成し得なかった課題に着手し、
国民から前向きな評価が集まりました。

● しかしながら、政権交代の期待を背景に政権運営を託された鳩山新政権ではあったが、「普天間問題」
をはじめとする一連の政策対応の不備や「政治と金」を巡る諸問題等に対する国民からの厳しい批判
にさらされ、政権発足後、僅か 9ヶ月の 2010 年 6 月、菅新総理の下での新政権が再スタートするこ
ととなりました。

● そして 7月、政権交代後初の国政選挙となった第 22 回参議院議員選挙では、菅総理が打ち出した消費
税の検討に対する説明不足等も影響し、単独はおろか与党としての過半数も確保できず、いわゆる「ね
じれ国会」での運営が迫られる事となりました。

● 今、私たちが求めることは、勤労者、国民の視点での政策実現であり、民主党が訴えてきた様々な政策
の着実な実践にあります。そうした意味から、特に政府・民主党には山積する課題に果敢に立ち向か
う姿勢と国民への丁寧な説明を望みます。

● 同時に、私たち労働組合は、日本の政治の停滞を許さないためにも、従来にも増してその影響力、発言
力を発揮し、与野党の建設的な政策論議と着実な政策の推進を積極的に後押ししていかなければなり
ません。

● 日本の経済・社会は、グローバリゼーションが進展する中、競争至上、効率最優先とする市場原理主義、
新自由主義に席巻され、社会的公正さに大きな歪が生じた社会となりました。その結果、2005 年から
は日本の総人口が減少する中にあって、社会の基盤である中間層は崩壊し、非正規社員が過度に増大
するなど二極化が進むとともに、ワーキングプアとよばれる年収 200 万円以下の低所得者層は 1000
万人（2006 年）を超え、OECDが定める相対的貧困率も 15.7%（2007 年）に達し、貧困層の増大は、
出生率の低下や少子化に拍車をかけたと捉えられています。

● このような将来に希望が見出せない社会にあって、国民の生活はまさに、「安心、安定、安全を失った
社会」になっていきました。

● 民主党を中心とした新政権はまさにこうした中から誕生したものといえます。今こそ、働く者を大切に
し、連帯と相互の支えあいという協力原理のもと、温もりのある思いやりの社会へのパラダイムシフ
ト（社会全体の価値観の転換）が求められています。新政権には、国民の期待に応えるべく、目指す
政策の推進と社会の実現が切望されていると同時に、民主党を支援してきた連合を中心とする私たち
労働組合にも社会的責任を自覚し、「労働を中心とした福祉型社会」の実現に向け、その運動の牽引者
としての役割発揮が今まで以上に期待されています

● 特に雇用社会である日本において、雇用労働者が日本の社会を支え、社会保障を支え、消費の主役とな
っています。内需が弱く縮小が縮小を呼んでいる日本経済を立て直すために労働組合として何をすべ
きか。単組、労連、産別、連合がそれぞれの立場から勤労国民の生活と権利の改善に関する期待に対し、

参考＜第39・40期運動方針＞
SAW運動の進路
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幅広い視点から応えていく必要があります。
● また日本の自動車産業が、グローバリゼーションが必然化した中で大きな転換点を迎え、今後も国際競
争力を維持・向上し、更に発展していくためには、一定規模の国内生産の確保とともに、それに向け
た国内市場の活性化による市場規模の維持が不可欠であります。

● そのためにも、この転換点を「明日の飛躍に向けた試練」と捉え、この危機を乗り越えるべく、国内の
産業、事業基盤を強化し、全ての業種が持続的かつ健全に発展できる環境を整えることが大変重要に
なります。

● 産業を取り巻く周辺環境整備の観点からは、自動車関係諸税の課題や地球温暖化対策への政策など、自
動車産業に大きな影響を与える　政策・制度課題について、産業の健全な維持・発展を目指した活動
に自動車総連と連携を図りながら取り組まなければなりません。

● そしてグループ内にも、メーカー、車体・部品、販売、輸送の各業種個別課題、或いは各業種にまたが
る課題、労働政策面での「ワーク ･ライフ・バランス」を妨げている長時間労働の問題、付加価値の
偏在、業種間・企業規模間の労働条件の格差、働き方の課題等の様々な問題が顕在化していますが、
私たちは自動車産業ならびにスズキグループ、そしてそこで働く「人」の意欲・活力の更なる発展 ･
向上に向け、これらの課題を自らの知恵と工夫で解決していくことが求められます。

 1. 安心な生活づくりに向けて
・私たちが日々そして将来にわたって安心して働き、暮らしていくため、基本的労働条件の改善や魅力
ある人事処遇制度改革に向けて取り組みを進めます。

・実質生活向上のため、年金・医療を始めとする社会保障システムの確立、不公平税制の改善に向け、
自動車総連、連合等の活動に参画し、実質的な生活向上を目指し取り組みます。

・自動車総連が主催する産業労使会議に参画し、自動車産業における政策課題の共有化と政策実現に向
けて取り組みます。

 2. 魅力ある企業づくりに向けて
・海外生産の比率が高まる中、働く者の労働環境や条件について精査し、また、企業の競争力強化と安
全で働き甲斐のある職場づくりを目指します。また、海外での労使紛争を未然に防ぐべく、情報の収
集の強化を図ります。

・スズキグループ全体の経営方針に対する提言、スズキ労連加盟の各単組が関わる問題への対応、そし
て雇用問題の未然防止のために、情報収集・経営対策活動、労使協議を充実させます。そして、こう
した日常活動を通じた各単組の経営対策活動の定着と充実のために、スズキ労連として単組の活動を
フォローしていきます。

・安全意識の高揚、安全活動の定着による安全で働きやすい職場環境づくりを目指します。
・労働組合として企業が安定的に存続して雇用がしっかりと守られるようにカウンターパートとしての
活動に取り組みます。

 3. 労働組合組織の充実
・スズキ労連の日常活動を担当する各専門部は、組織力の強化に向け、労働条件の調査・整備を始め、
組織・政治活動、教育活動、海外対応、各種対策活動の充実に向け取り組みます。また「製造・輸送
部会」「販売部会」「関連部門会議」等、業種別活動の充実を図ります。

・全国に組合員を持つ組織へと発展する中で、変化に対応した組織運営を構築していくために、労連と
加盟組合の役割を明確にした上で、将来的な労連のあり方と財政基盤の強化に向け検討していきます。

・労働組合の社会的影響力を強化し、働く者に視点を当てた政策を実現していく為には、仲間を増やし
組織率を向上させていくことが不可欠です。ここ数年内に加盟した組合のサポート活動に重点を置き
つつ、グループの更なる一体化に向け、組織拡大に取り組みます。

・スズキ労連が幅広い活動を通して社会的役割を果たしていくためにも、活動を推進するための基盤整
備が不可欠です。そのためにも、男女共同参画運動、上外部組織、団体、友誼労組との連携、国際活動、
業種別活動等を推進し、より一層組織の充実強化を図っていきます。
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Ⅱ．具体的運動方針
《骨子》

1. 安心な生活づくり
1）労働条件の維持向上
（1）総合生活改善の取り組み
（2）労働諸条件改善の取り組み
（3）働き方と人事処遇制度改革への取り組み

2）政策制度課題の改善と政治活動への取り組み
（1）上部団体の行う政策制度課題改善の取り組みへの参画
（2）スズキ労連としての取り組みの推進
（3）組織内議員、推薦議員との連携の強化
（4）各級議会選挙の取り組み

2. 魅力ある企業づくり
1）雇用確保と経営対策活動
（1）雇用確保への取り組み
（2）経営対策活動への取り組み

2）労使協議の充実
（1）スズキ労連としての労使関係の充実
（2）個別の労使関係の充実

3）安全で働きやすい職場環境づくり
4）カウンターパートとしての役割

3. 労働組合組織の充実
1）専門活動の推進
（1）賃金・調査（賃金・労政関係）活動
（2）組織活動
（3）政治活動
（4）産業対策活動
（5）教育活動
（6）宣伝（広報）活動
（7）文体活動
（8）ヤングリーダー活動
（9）安全対策活動
（10）共済福祉活動
（11）営業・販売対策活動
（12）輸送対策活動

2）組織体制の強化
3）労連の仲間を増やす活動の推進
4）女性参画の推進
5）上外部組織・団体、友諠労組との連携
6）国際活動の推進
7）業種別活動の推進
8）労連 40 周年に向けた取り組み

参考 第 39･40 期運動方針



－ 5－

1）労働条件の維持向上
（1）総合生活改善の取り組み（春の取り組み）

・組合員が今後も高い意欲と活力を持って働きながら、生活の安定と向上を図っていくために、将
来の競争力の源泉となる「人への投資」の重要性を強く認識して取り組みます。

・月例賃金や一時金、企業内最低賃金協定への取り組み、労働時間や働き方の改善、政策制度課題
等について、スズキ労連内の連携強化を図りながら一体感ある取り組みを推進します。

①賃金・一時金の取り組み
イ．賃金引き上げ
・自動車総連の基準に沿いながら、スズキ労連として
主体性を持った共闘の取り組みを行います。

・交渉前段での取り組みとして、全組合での個人別賃
金データの把握や、賃金カーブ維持分の峻別とその
水準の労使確認等について継続して推進を図ります。

・妥結後は速やかに協定を締結します。
ロ．年間一時金
・賃金引き上げとの同時決着、夏冬年間決定方式を堅
持します。

・これまで積み上げてきた実績を大切にしながら、重要な年間賃金の一部として位置付け、生活
の維持・向上を目指します。

・妥結後は速やかに協定を締結します。
②総労働時間短縮の取り組み
自動車総連の「今後の働き方・労働時間のあり方（START12）」方針に基づき、総労働時間短縮に
向けた取り組みを推進します。
・有給休暇取得については自動車総連の方針に沿い、取得向上に向け取り組みます。
・所定内労働時間短縮については業種ごとの取り組み方針を策定したうえで、連携強化を図りなが
ら取り組みの着実な推進を目指します。

・所定外労働時間短縮については 36 協定遵守に加え、ワークライフバランスの観点から取り組み
を推進します。

・労働時間管理については引き続き適正化を推進します。
③企業内最低賃金の締結
・企業内最低賃金協定の締結を進め、同じ職場で働く仲間の生活の安定を図るとともに、魅力ある
産業づくりに繋げるために産別最賃引上げに取り組みます。

（2）労働諸条件改善の取り組み
①労働協約の整備・締結
・各組合が労働諸条件を維持・改善していく前提として、労働協約を重視し、その整備締結を推進
していきます。

②労働諸条件改善の取り組み（秋の取り組み）
・統一要求項目については、組合員の要望、各種法制度改正への対応、および法令遵守や産業内の
実態を踏まえた上で状況に応じて設定して取り組みます。

・業種別の取り組み項目については労働条件の底上げと下支えの観点を踏まえ、連携強化を図りな
がら取り組みの着実な推進を目指します。

・職場環境等の改善については職場実態を把握した上で、労働諸条件の改善に取り組みます。
③ 60 歳以降の就労に関する取り組みの推進

安心な生活づくり1
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・60 歳以降の就労については、運用状況の把握とともに、継続雇用の確保と制度の充実に向けて取
り組みます。

・60 歳以降も働きやすい職場環境づくりに向けて取り組みます。
④ワークライフバランスの推進
・育児、介護などをしながら働き続けることができる制度の充実等、組合員のニーズの高い案件を
中心に自動車総連と連携を図り取り組みます。

⑤協定更新
・個別協定の更新は職場実態を踏まえた通年活動として取り組みます。
⑥業種固有の課題への取り組み
・総連が提起する業種ごとの課題については、グループ内での実態把握に努め、自動車総連内での
議論にも積極的に参画しながら、早期の課題改善に向けて積極的に取り組みを推進します。

（3）働き方と人事処遇制度改革への取り組み
①職場の実態把握と諸課題への対応
・労働時間管理、非正規労働者の動向と働き方への影響、労働密度の状況とその影響、高齢者・女
性の働ける職場整備等、様々な課題、問題がある中、労連・加盟組合は自動車総連と連携を取り
ながら、職場の実態把握、課題・問題点の整理と対応について、取り組みを進めます。

②今後の人事処遇制度についての取り組み
・公平で納得性の高い賃金・人事処遇制度のあるべき姿を検討します。

2）政策制度課題の改善と政治活動への取り組み
（1）上部団体の行う政策制度課題改善の取り組みへの参画
①政策制度課題改善の取り組みへの対応
・企業内の取り組みだけでは解決できない「税制」「社会保障制度」「行財政改革」「産業政策」等
について自動車総連、連合等の行う政策制度課題改善の取り組みに積極的に参画し、諸課題の改
善に努めていきます。

・政権交代によって、国の政策に対する連合や自動車総連が進める政策・発信の影響力が増しており、
健全な自動車産業の維持・発展や安心・安定した組合員の生活の実現を目指して、上部団体との
連携を一層強化するとともに、グループの発展を踏まえて政策提言に努めます。

②産業労使会議への参画
・自動車総連が主催する、自工会や部工会、自販連、陸送協会との産業労使会議、および軽自動車
労使会議、二輪車関連労使会議に参画し、自動車総連内における政策課題の共有化と労使合意を
得ながら、政策実現に向けた取り組みを行います。

③「車と社会を考える政策フォーラム」および国会議員との連携強化に向けた取り組み
・自動車総連を通じ自動車総連の政治顧問やフォーラム議員との意見交換などを行い、政策課題に
対する相互の連携強化を図ります。

（2）スズキ労連としての取り組みの推進
・自動車総連「政策討論集会」のテーマにあわせ、スズキ労連として、政策研修会、政策制度討論
集会を開催し、政策制度改善の取り組みに協力します。

・政策制度課題の周知を図るとともに、政治活動に対する理解促進を図ります。
（3）組織内議員、推薦議員との連携

・組織内議員、推薦議員との日常的な連携を通して、政治、政策に関わる情報の共有化を図るとと
もに、安心した社会づくりに繋がる政策の実現に向け働きかけを行なっていきます。

・組織内議員、推薦議員と情勢報告や意見交換を行います。
（4）各級議会選挙の取り組み

・次期統一地方選（2011 年 4 月実施予定）において、組織内候補者の必勝に向け、最大限の支援
活動を行います。
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魅力ある企業づくり2
1）雇用確保と経営対策活動
（1）雇用確保への取り組み

・今後もスズキグループ全体での雇用確保に向け、グループ施策・生産状況・各社施策等について
の情報収集を続けていきます。

（2）経営対策活動への取り組み
・各社の業況等を把握すると同時に、業況の分析・各社の抱える問題点や課題についての対策を検
討し、企業の競争力強化と働きがいのある職場づくりを目指した提言を行っていきます。

・企業分析力や会社への提言活動強化に向け、加盟組合の資質強化のための研修会への出席・研修
会の開催をしていきます。

2）労使協議の充実
（1）スズキ労連としての労使関係の充実

・スズキ労連労使会議を定期的に開催し、スズキグルー
プ全体の経営方針や労連加盟各労使に関わる問題につ
いて加盟組合の要望を集約した提案型の意見交換や情
報交換に基づいて相互信頼の確立、認識の共有化を図
ります。

・部門ごとの課題に対してきめ細かく対応するために、
部門別労使会議の開催を検討します。

（2）個別の労使関係の充実
・自動車総連アシストプランの取り組みを活用するなど、労使協議に向けた各組合の資質向上を図
ります。

・各組合における労使協議の定例開催を目指します。
・加盟組合における職場実態把握・経営対策活動を推進し、協議内容の充実を図ります。
・労連による経営者オルグを適宜実施して個別労使関係の充実に向けた支援を行ないます。また経
営基盤確立に向けたサポートとして、必要に応じて経営者との意見交換活動も行ないます。

3）安全で働きやすい職場環境づくり
・組合員の安全意識高揚と安全活動の定着を図るための啓発活動に取り組み、交通安全運動、ゼロ災
運動を積極的に推進します。

・組合役員の資質向上を目指し安全衛生研修会を開催します。

4）カウンターパートとしての役割
・永続的な企業の存続と雇用の確保に向けて、企業行動のチェック機能を強化し、カウンターパート
としての活動に取り組みます。

・国政選挙（第 46 回衆議院議員）に対しては、上部団体の連合および自動車総連の方針を考慮し
て対応していきます。

・その他の各級選挙については、上部団体と連携し、支援候補者の必勝に向けた取り組みを行います。
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1）専門活動の推進
・専門活動として各専門部と連携して以下の取り組みを推進します。

（1）賃金・調査活動
・経済情勢、産業・企業動向、各種労働条件などの資料・データ収集と調査・分析に努めます。
・冊子「私たちの労働条件」を発行し、加盟組合の労働条件を共有します。
・スズキ労連の調査活動を実施するとともに、上部団体が行う調査活動に協力していきます。

（2）組織活動
・スズキ労連および加盟組合の組織に関する情報収集と、労働組合連合体組織としてのあり方を検
討します。

・教育活動や組合オルグの強化を図り、加盟組合の活動の充実に向けて支援します。
・労働相談窓口を通し、組合員の相談に答えるとともに、職場実態の情報収集、職場の改善を進め
ます。

（3）政治活動
・政策制度課題の周知と、政治活動の重要性について理解浸透を図るため、ビラ、機関誌を用いた
情報宣伝活動や、政策勉強会の開催などの教育活動を推進します。

・政策制度課題改善に向け、政治、選挙に関わる事項の取り組みを推進します。
（4）産業対策活動

・健全な自動車産業の維持発展に関わる政策制度課題への対応は、加盟組合の意見や要望の集約し
た提案型で自動車総連との連携を深め、取り組みを推進します。

・部門ごとでは解決が難しいグループ内の諸課題への対応については、メーカー労使双方と連携し
て課題解決に向け取り組みます。

（5）教育活動
全国に組合員を持つ組織へと発展する中で、労連の役割
としての教育活動に重点をおき、加盟組合の役員、組合
員を対象とした教育・研修の企画、実施に積極的に取り
組みます。
・取り巻く環境の変化や加盟組合の多様なニーズに対応
し、組織の強化を主眼とした研修会の構成、内容を基
本に運営します。

・上外部団体が開催する講座や研修会へ積極的に参加し
ます。

・加盟組合が開催する研修会等へ講師を派遣、紹介等の活動を行います。
・自動車総連の「労連研修の相互参加」制度を活用します。
・情報センターとしての役割を担い、スズキ労連の「組合研修の相互参加」を促進し、労連内の連
携の強化と活動の活性化に繋げます。

・教育冊子 ｢組合役員ガイドブック ｣の改定版を発行し、加盟組合役員の資質向上を図ります。
（6）宣伝（広報）活動

・機関紙 ｢スズキ労連 ｣を発行します。労連の活動を幅広く理解してもらうために内容の充実を図
るとともに、組合員から見て魅力ある紙面づくりを目指します。

・ホームページを充実させ、組合員に役立つ情報提供と対外的にも労連諸活動の理解促進を図り
ます。

・担当者の資質向上に向けた研修会の開催など加盟組合の広報活動を支援するための活動に取り組
みます。

労働組合組織の充実3
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（7）文体活動
・文化活動については、上部団体の開催する活動へ引き続き参画するとともに、労連独自の活動に
ついても、組合員のニーズを把握した上で、実施を検討します。

・加盟組合の相互交流の調整等、情報センターとしての機能を担います。
（8）ヤングリーダー活動

・加盟組合の次代を担うリーダーの育成を目的とした研修会を企画、実施を通し、加盟組合の持続
的な発展に繋げます。

・加盟組合の相互交流の調整等、情報センターとしての機能を担います。
（9）安全対策活動

・「安全衛生研修会」「安全標語募集」を実施し、組合員の安全意識の高揚、加盟組合の安全活動の
定着を図ります。

・メンタル面での問題が増えていることから、労働相談窓口の一層の充実を図ります。また、メン
タルヘルスの教育を通じて職場への理解、啓発を推進します。

（10）共済福祉活動
・自動車総連「積立年金・医療共済マイドクター」の募集活動を実施し、加入を促進します。
・上外部団体との連携を図り、社会福祉施設支援や災害支援活動等に取り組み、労働組合としての
社会的責任を果たしていきます。
イ．自動車総連「福祉カンパ活動」の実施
ロ．自動車総連「車両寄贈」の実施
ハ．自動車総連「ナイスハートふれあいのスポーツ広場」への参画
ニ．地方連合を通じての福祉活動への参画

・組合員のライフプランの充実に向けて労金・全労済等の労働者福祉事業団体と連携して、組合員
の福祉向上を図ります。

（11）営業・販売対策活動
・魅力ある働き方を実現し、販社の魅力を向上させる観点から、国内市場の活性化や正月三が日を
休業日とする取り組み等については自動車総連や関係部門と連携を図りながら引き続き重点的に
取り組みます。

（12）輸送対策活動
・自動車総連と連携して、輸送部門における職場環境や事業環境の課題改善に向け取り組みます。

2）組織体制の強化
・労連と加盟組合の役割分担の明確化、負担のあり方、組織体制、人づくりといった幅広い視点で今
後の労連のあり方について継続して検討します。

・財政に関しては、第 42 期からの総連会費値上げ分の対応について活動と財政が成立するか継続し
て検討します。

・加盟組合の活動の充実と、一体感ある労連活動を推進するために、加盟組合オルグの充実を図ります。
・ここ数年で結成した組合、支部に対するサポート活動に重点的に取り組みます。
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・加盟組合の組織強化の観点から、専従化については、加盟組合の取り組みをサポートします。

3）労連の仲間を増やす活動の推進
・組織化の計画的な推進、諸課題や検討事項に対応するため、組織拡大推進本部を設置し、活動の強
化を図ります。

・再雇用制度導入組合における 60 歳再雇用者については、加盟組合との連携を強化し、確実な組織
化に取り組みます。

・上部団体の開催する組織拡大に関する研修会や会議へ参加し、情報収集に努めます。

4）女性参画の推進
・スズキ労連加盟組合の女性役員比率を女性組合員比率と同率まで引き上げるべく、取り組みます。
・加盟組合と一体になって女性組合員の組合活動への参加意識を高める取り組みを推進します。
・女性委員を新たに選出し、上部団体の男女共同参画運動に積極的に参画します。

5）上外部組織・団体、友諠労組との連携
・自動車総連、連合、JC等の労働組合の上部団体や外部組織、友諠労組との連携を図り、スズキ労
連としての役割を果たしていきます。

・とりわけ、労連本部の所在する静岡県においては、自動車総連が進めるリーダー労連であることを
自覚しつつ積極的な対応を図っていきます。

・各都道府県の加盟組合及び支部は、事務局との連携を図りながら自動車総連各地協活動に対応して、
スズキ労連地域代表としての役割を果たします。

6）国際活動の推進
・自動車総連、連合、JCなどの行う国際連帯活動に参加し
ていきます。

・スズキグループ海外企業における労働問題等、情報収集
を図ります。

・重要性が増すスズキグループ海外拠点の産業動向や社会
情勢、労働環境等の把握、現地諸問題の情報収集を主な
目的とし、毎年を基本にスズキ労連海外調査団を派遣し
ます。

・スズキ労連海外調査団の派遣内容や時期については海外
派遣検討委員会を設置してグループの取り巻く環境や加盟組合が参加しやすい環境づくりを軸に検
討を進めます。

7）業種別活動の推進
労連の活動を業種別にとらえ意見交換を通じ、部門固有の課題や問題を共有し解決をはかります。
・製造 ･輸送部会
・販売部会
・関連部門連絡会

8）労連結成 40 周年に向けた取り組み
・2012 年 9 月 17 日に労連結成 40 周年を迎えることから、記念式典の開催等、各種対応について、
企画委員会を設置して検討を進めます。
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私たちを取り巻く情勢

Ⅰ．国内情勢の動向

Ⅱ．国際情勢の動向

Ⅲ．自動車産業の動向

Ⅳ．スズキグループの動向

〈一般情勢報告〉
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 1  日本経済の動向

1）経済成長率
（1）実質国内総生産（GDP）

・2010 年度の日本経済は、リーマンショック以降
の一時の最悪期を脱しつつあったものの、戦後
最悪の自然災害となった 3月 11 日の東日本大
震災は、日本経済に多大なダメージを与えた。

・GDPに関しては、今年度の実質GDP成長率は
昨年度に比べプラス 2.3％（2次速報値）と、大
幅に回復した。また、名目 GDP成長率につい
てもプラス3.7％と、プラス成長となったものの、
GDP デフレーターは▲ 1.9％と 1998 年度以降
13 年連続してデフレ傾向が続く結果となった。

・消費者物価指数に関しては、リーマンショック
以降、マイナスに転じており、東日本大震災以
降の影響を受け、更にマイナスとなり、注意を
要する。

※内閣府経済社会総合研究所 GDP2 次速報値につ
いて、岩手、宮城及び福島などの一部の地域の
調査が困難であることにより、後日改めて調査
をすることとされている。

GDP成長率とデフレーターの推移（前年度比）

消費者物価指数の推移（経年推移）

出所：内閣府経済社会総合研究所（2011年2次速報値）

出所：総務省統計局

出所：総務省統計局

消費者物価指数の推移（前年同月比）

Ⅰ．国内情勢の動向



－ 13－

（2）実質GDP構成項目寄与度の推移
・2010 年度は、公的固定資本形成を除いて、プラ
スに寄与され、輸出も大きくプラスの寄与とな
った。一方で、2009 年度と異なり、輸入がマイ
ナスに寄与することとなった。

・また民間最終消費支出については、景気回復の
傾向にあり前年度よりも更にプラスに寄与した。

（3）今後の見通し
・2008 年秋のリーマンショックから景気は持ち直
してきていたものの、東日本大震災の影響によ
り低迷している。

・消費指数においては、1世帯あたり 276,159 円
となっており、前年前月比は実質 1.9％と減少し
た。

・政府は 6月の月例報告において、景気の基調判
断を「景気は、東日本大震災の影響により依然
厳しい状況にあるなかで、このところ上向きの
動きがみられる」と判断した。

・先行きについては、サプライチェーンの立て直
しが進み生産活動が回復していくのに従い、景
気が持ち直していくものとみられる。但し、電
力供給の制約や、原子力の災害などにより、景
気下振れのリスクは依然として残っている。

2）雇用動向
・2010 年度の平均完全失業者数は 312 万人で
2009 年度と比較し 13 万人の減少。完全失業率
は 5.0％で、前年度より 0.1 ポイント低下した。

・2011 年度に入っても、4月度の完全失業者数は
前年同月比 30 万人減で 11 ヶ月連続の減少とな
った。

・全体的に減少傾向にあるものの、今春に大学を
卒業した人を含む学卒未就職者に関しては増加
（4月：+3 万人）した。
・雇用に関しては回復傾向にあったものの、東日
本大震災による今後の雇用悪化が懸念される。

実質GDP主要構成項目の寄与度

出所：内閣府経済社会総合研究所（2011年2次速報値）

消費支出対前年同月実質増減率の推移

出所：省家計調査報告（平成23年）5月分）

雇用動向（年度平均）

出所：総務省統計局 労働力調査
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 2  国内政治の動向

1）2011 年通常国会
・2011 年通常国会は東日本大震災の発生以降、
震災の復旧対策と福島原子力発電所への対応が
中心となる中、東日本大震災の復旧・復興費を
盛り込んだ 4 兆円規模の第一次補正予算が成立
した。

・しかしながら、国会がねじれ状態であり、各法
案や内政外交の各課題への政府の対応をめぐっ
ては激しく対立した。

・加えて、被災地を置き去りにした政争と民主党
内の対立が顕著となる中、内閣不信任案を提出
される等、政治の混迷は続いた。

・この結果、国民の大きな期待は失望と政治不信
に転じ、急速に民意を失った。

2）民主党の動き
・党内対立を深める民主党は、国民の民主党離れ
と選挙の敗北を繰り返してもなお対立は収束し
なかった。

・さらには不信任決議案をめぐる紛糾は、国民の
深い失望感と抱かせるとともに、党内にも亀裂
を残した。

・加えて東日本大震災発生後も、その対応に国民
の理解と評価が十分に得られず、民主党に対す
る支持と信頼を失った。

3）第 17 回統一地方選挙
・第 17 回統一地方選挙が 4月 10 日、24 日投開票
日で行われた。

・民主党は政権与党として初の統一地方選挙に臨
んだにもかかわらず、自民党と対決した首長選
挙で大敗し、道府県および市町村県議会議員選
挙でも自民・公明両党の議席を大きく下回り敗
北した。

・既存政党や政治全体への不信や不満から、みん
なの党やいわゆる首長新党がその受け皿となり
躍進した。

支持しない

支持する

NHK世論調査

NHK世論調査

時事.COM
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 3  政策・制度課題の動向

1）税制改革
・平成 23 年度税制改正は、民主党が政府・与党と
して、概算要求段階から策定した初めての改正
案となった。特に、「デフレ脱却と雇用の確保の
ための経済活性化」、「格差拡大とその固定化の
是正」、「納税者・生活者の視点からの改革」、「地
方税の充実と住民自治の確立に向けた地方税制
度改革」の 4つの柱に加え、今後の「社会保障
と税の一体改革」を視野に入れ、取りまとめら
れた。

・車体課税については、総連の主張通り「エコカ
ー減税の期限到来時までに、簡素化・グリーン化・
負担の軽減等を行う方向で抜本的に見直す」と
前年に引き続き明記された。

・平成 23 年度税制改正大綱に記載された通り、自
動車関係諸税の抜本改革に向け、本年末の活動
が山場であることから、自動車ユーザーの負担
の軽減と納得性のある税体系の実現を果たすべ
く、フォーラム議員／上部団体／関係団体との
従来以上の連携強化が必要とされている。

・また、「社会保障と税の一体改革」並びに、東日
本大震災に伴う復興財源も含めた税制改正論議
にも注視しつつ、総連として政府・与党への要
請などを機動的に実施している。

2）福祉・社会保障制度
・政府は、「社会保障の機能強化」とそれを支える
「財政健全化」の両立を図るための「社会保障と
税の一体改革（原案）」を 6月に閣議決定した。
子ども子育て支援、若者雇用対策、貧困・格差・
低所得者対策を最優先課題に盛り込む「全世代
支援型社会保障」を目指すものの、財源（税制）
については 2015 年までに消費税を 10％引き上
げることを示すのみで留まった。6月に連合が
とりまとめた、税と社会保障の中期ビジョンと
比較しても踏み込んだ内容とはなっていない。

・急激な少子高齢化社会の進行、非正規労働者の
増大、貧困と社会格差の拡大、社会保障財源の
ひっ迫など、社会の変化に対応した社会保障の
機能強化は待ったなしの状況にある。持続可能
な社会保障制度改革に向けて、今後、国民合意
の下で給付と負担について具体的な議論を進め
ることが求められている。

自動車総連が考える新しい自動車関係諸税

＊1現行の自動車税・軽自動車税などの保有段階でかかる税は原則1種類
に簡素化し、営業・貨物・軽自動車の負担水準を基準とした税体系に改革
すべきである。但し、検討にあたっては、軽自動車が地方の重要な交通手
段となっている現状を鑑み、十分な配慮が必要である。
＊2現行の燃料関係税の上に更に消費税が課せられているタックス・オ
ン・タックスを解消する。
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3）雇用・労働政策
・2011 年 5 月 13 日、参議院本会議において、雇
用保険（失業保険）を受給できない求職者に対
するセーフティーネットとして、求職者の早期
の就職を支援する、「職業訓練の実施等による特
定求職者の就職の支援に関する法律」（求職者支
援法）と「雇用保険法及び労働保険の保険料の
徴収等に関する法律の一部を改正する法律」（改
正雇用保険法）が全会一致で可決され、成立した。
（施行期日：2011 年 10 月 1日）
・登録型派遣の原則禁止、製造業務派遣の原則禁
止、日雇い派遣の原則禁止、グループ企業内派
遣の 8割規制等を盛り込んだ労働者派遣法改正
案については、2010 年 3 月の第 174 回通常国会
に法案提出以来議決に至らず、継続審議となっ
ている。

・連合は有期労働契約小委員会及び雇用法制委員
会で論議し、有期労働契約における契約締結事
由による規制や有期労働契約の上限規制、雇止
め法理の法制化などを盛り込んだ考え方をとり
まとめ、#16 連合中央執行委員会（2011.1.20）
にて確認した。厚生労働省の管轄である労働政
策審議会労働条件分科会は 2010 年 9 月に有期
労働契約研究会にてまとめられた報告を踏まえ、
2010 年 10 月より有期労働契約について本格論
議を開始。2011 年 12 月までに意見を取りまと
め、建議を予定している。

・厚生労働省では、有識者を委員とする「今後の
高年齢者雇用に関する研究会」を設置し、希望
者全員の 65 歳までの雇用確保策や、年齢にかか
わりなく働ける環境整備の方策について議論を
重ね、今後の施策の方向性について研究会とし
の報告書を取りまとめ、2011 年 6 月に公表した。

基本的考え方
○現状の課題
・少子高齢化の進展による労働力人口の減少が
見込まれる中、経済社会の活力を維持し、よ
り多くの人々が社会保障制度などの支え手と
なりその持続可能性を高めるため、高年齢者
の知識や経験を経済社会の中で有効に活用す
ることが必要。
・現行の年金制度に基づく平成25年度からの老
齢厚生年金の報酬比例部分の支給開始年齢の
引上げを目前に控える中、制度上、65歳まで
希望者全員の雇用を確保することとなってい
ないため、無年金・無収入となる者が生じる
可能性があり、雇用と年金との接続が課題。
○今後の高年齢者雇用対策の方向性
・中長期的には、意欲と能力のある高年齢者が
可能な限り社会の支え手として活躍できるよ
う、年齢にかかわりなく働ける「生涯現役社
会」を実現する必要がある。
・当面は、現行の年金制度の下で雇用と年金を
確実に接続させるため、雇用される人の全て
が少なくとも65歳まで働けるようにするとと
もに、特に、定年制の対象となる者について
希望者全員の65歳までの雇用確保を確実に進
めることが急務。

施策の進め方
○希望者全員の65歳までの雇用確保
①法定定年年齢を65歳まで引き上げる
・報酬比例部分の支給開始年齢の65歳への引上
げ完了までに定年年齢が65歳まで引き上げら
れるように引き続き議論が必要
②希望者全員の65歳までの継続雇用を確保
・継続雇用制度の対象者に係わる現行の基準制
度は廃止すべき
・雇用確保措置の未実施企業に対する企業名公
表など指導の検討が必要
○生涯現役社会実現のための環境整備
①高齢期を見据えた職業能力開発及び健康管理
の推進等
②高年齢者の多様な雇用・職業機会の確保
③女性の就労促進
④超高齢社会に適合した雇用法制及び社会保障
制度の検討

《「今後の高年齢者雇用に関する研究会」報告書概要》



－ 17－

 1  国際情勢の動向

1）アメリカ
・米国の 2011 年 1 ～ 3月期の実質GDP成長率は
前期比年率 +1.8% と大きく落ち込み、厳しいス
タートとなった。（2010 年 10 ～ 12 月の実質
GDP成長率は前期比年率 +3.1％）

・この要因としてはインフレがあげられており、
中東・北アフリカの情勢の混迷等による資源価
格の上昇が背景にあるといわれている。

・雇用環境は 4月の失業率は 9.0％と 3月の 8.8％
から悪化し、昨年 12 月から続いた改善傾向が一
服した。しかしながら、非農業部門雇用者数の
回復等を踏まえれば、回復基調としては底堅い
と考えられる。

・自動車産業については、東日本大震災によるサ
プライチェーンの混乱を受け、生産台数で 3割
程度のウエイトをしめる日系メーカーの生産が
4月以降激減している。日系以外のメーカーで
は生産台数は現状で高水準を維持しているもの
の、部品不足の懸念を抱えている。

2）ヨーロッパ
・ユーロ圏の 2011 年 1 ～ 3 月期の景気は内需中
心に回復を見せ、実質 GDP成長率は前期比年
率 +3.3％となったが、ドイツ、フランス等の北
部では総じて高めの成長率となる一方、イタリ
ア、スペイン等の南部では総じて低迷している。

・また、資源高、東日本大震災の影響、ギリシャ
の債務問題等の懸念材料を抱えており、雇用情
勢の改善も頭打ちの感がある。

・ユーロ圏新車登録台数は 2011 年 1 ～ 3 月期で
は前期比+1.8％増加と、2010年 10～ 12月期（同
+6.8%）から大きく減速し、フランスのスクラ
ップインセンティブ終了もあり、市場の回復に
一服感が出ている。

・イギリスの実質GDP成長率は 2011 年 1 ～ 3月
期で前期比年率 +1.9％のプラス成長となった。
今後も好調な新興国等の外需主導の緩やかな景
気回復が見込まれる。

・雇用情勢に関しては、就業者数が 3月まで 4ヵ
月連続増加しているものの、改善テンポが鈍化
している等、減速の兆しも見える。

欧米主要国のGDP成長率見通し（前年比）

Ⅱ．国際情勢の動向
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3）アジア
・2011 年 1 ～ 3月期のアジア経済は、総じて拡大
基調で推移した。2010 年後半に一時停滞してい
た輸出が回復に転じ、ほとんどの国で好調に伸
びたことが、景気拡大の主要因である。

・国別では、シンガポール（22.5%）、台湾（19.0%）、
香港（11.9%）、中国（9.7%）、タイ（8.4%）、イ
ンド（7.8%）、フィリピン（7.7%）等で高い成
長が目立った。一方、ベトナム（5.4%）では、
インフレ対応のために導入された緊縮財政等の
影響で、景気は急減速した。

・東日本大震災に伴う日本からの部材供給の停滞
により、アジアの主要国の自動車産業を中心に
鉱工業生産に下押しの圧力がかかっている。

・但し、アジア地域では総じて景気は拡大基調が
続くと予想される。

アジア主要国のGDP成長率見通し（前年比）

出所：外務省「主要経済指標」（2011年5月）
注：2011 ～ 2012年はIMF（国際通貨基金）による予測

（2011年4月現在）
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 2  国際労働運動の動向（GUF：国際産業別組織の動向）

1）IMF（国際金属労連）
・GUF タスクフォース会議が計 4 回（2010 年 9
月ドイツ、12 月スイス、2011 年 2 月東京、5月
ド イ ツ ） 開 催 さ れ、3GUF（IMF、ICEM、
ITGLWF）の統合に向けた議論が進められた。

・2010 年 9 月、フィリピンにて IMF アジア 4 ヵ
国会議フォロー会議が開催され、フィリピンの
金属産別 3組織の連帯の枠組みが確認された。

・2010 年 12 月と 2011 年 5 月にスイスにて IMF
財政委員会・執行委員会が開催された。特に 5
月の執行委員会は 3GUF合同執行委員会も同時
開催され、組織統合の具体的日程等を確認した。

・2011 年 5 月、オーストラリアにおいて IMF ア
ジア太平洋地域会議・女性会議が開催され、多
国籍企業労組ネットワーク構築や 3GUF統合に
向けた議論等を行った。

・また、2011 年 6 月に韓国で開催された IMF-JC
が主催する第 4回アジア自動車労組連絡会議の
中でも、多国籍企業労組ネットワーク構築や
3GUF統合に向けた議論を行い、取り組みに対
するアジア地域における理解を深めた。

2）UNI（ユニオン・ネットワーク・インターナショナル）
・2010 年 11 月、長崎において第 3回 UNI 世界大
会が開催され、「ブレーキングスルー（突破）」
をメインスローガンに世界 87 ヵ国、335 組織、
675 名の代議員および、海外・国内来賓をあわ
せた約 2200 名が参加した。大会では、UNI グ
ローバルユニオン活動戦略の取り組み状況の報
告や、職場での暴力の根絶等について論議され
た。また、世界平和を求めて、集会等も行われた。

・2011 年 5 月、タイにおいてUNI-LCJ テスコロ
ータス労使セミナーが開催され、UNI-LCJ 商業
部会として支援を続けているタイのテスコロー
タス労組に対し、日本の組合活動の紹介等を行
った。

・2011 年 7 月、フィリピンにてUNI-Apro 第 3 回
地域大会が開催され、アジア太平洋地域におけ
る組合の組織拡大と影響力の強化等について論
議した。

第 3回 UNI 世界大会（2010.11.6 － 7 長崎）

IFMアジア太平洋地域会議
（2011.5.12 － 13 オーストラリア）

組織人員：150 カ国、900 加盟組織、2000 万人
　　　　　（2011 年 6 月現在）

組織人員：100 カ国、200 加盟組織、2500 万人
　　　　　（2011 年 6 月現在）
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世界各地域の四輪車生産台数

世界各地域の販売台数

世界の自動車販売台数上位15カ国主要国の販売台数

（万台）

出所：「FOURIN世界自動車調査月報」

出所：「FOURIN世界自動車調査月報」

出所：「FOURIN世界自動車調査月報」

 1  世界の自動車産業

1）世界の四輪車生産・販売
（1）世界の四輪車生産

・2010年の世界の四輪車生産台数は、7,815万台（前
年比 25.7% 増）となり、リーマンショック前の
ピーク台数（2007 年 7,410 万台）を超え過去最
高となった。

・主要地域別には、欧州：前年比 32.4% 増、北・
中南米：同 15.9% 増、アジア：同 28.9% 増と、
各地域で前年を上回る結果となった。

・2011 年については、日本メーカーの生産正常化
の進捗状況から判断すると、日本国内での生産
台数は 2～ 3割程度縮小する可能性が高い。
一方、北米、欧州、アジアでは生産拡大が見込ま
れるため、世界全体では 8,000 万台となる見通
しである。

（2）世界主要国の四輪車販売
・2010 年の世界販売台数は 7,403 万台（前年比
15.4% 増）となった。

・国別販売増加をみると、米国が 1,177 万台（前
年比 11.0% 増）で 120 万台の増加となったが、
中国は 1,806 万台（前年比 32.4％増）で 440 万
台強の増加となり、2年連続で世界最大の市場
となった。

・ブラジルにおいては 357 万台（同 11.4％増）と
なり、ドイツ 320 万台（同 21.0％減）を抜いて、
世界販売 4位に浮上した。さらに、インド 203
万台（同 34.2 ％増）、ロシア 211 万台（同
31.8％増）などと増加し、世界販売に占める新
興国の割合が全体の 49.7％となり先進国を初め
て上回った。

Ⅲ．自動車産業の動向
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 2  日本の自動車産業

1）四輪車の生産・輸出・国内販売の状況
（1）生産

・2010 年の四輪車生産は、3年ぶりに増加し 963
万台（前年比 21.4% 増）となった。1千万台割
れは 2年連続となった。

・内訳は、乗用車生産が831万台（前年比21.1%増）、
トラック ･ バスは 132 万台（前年比 23.0% 増）
といずれも増加となった。

（2）輸出
・2010 年の四輪車輸出は、484 万台（前年比
33.8% 増）となり、2年ぶりに増加した。

・内訳では、中南米向け 39 万台（同年比 62.4％増）、
アジア向け 57 万台（同 51.3％増）、欧州向け 94
万台（同 36.7% 増）、中近東向け 58 万台（同
36.4% 増）、北米向け 173 万台（同 25.2% 増）
とすべての仕向地別で増加となった。

（3）海外生産
・2010 年の全世界における日本メーカーの海外生
産台数は、1,318 万台（前年比 30.3% 増）となり、
3年ぶりに増加となった。

・地域別では、アジア（711 万台、同 38.3％増）、
北米（340 万台、同 26.6％増）、欧州（136 万台、
同 10.4％増）でそれぞれ大幅に増加した。

・2007 年以降 3年連続で、国内生産を上回る結果
となったが、2009 年はその差が大幅に拡大した。
さらに 2010 年も拡大幅が大きくなった。

四輪車生産台数の推移

四輪車仕向地別輸出台数の推移

出所:日本自動車工業会｢2011年日本の自動車工業｣

出所:日本自動車工業会｢2011年日本の自動車工業｣

日本メーカーの海外生産台数の推移

出所:日本自動車工業会｢2011年日本の自動車工業｣
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（4）国内販売
・2010 年の国内販売は、496 万台（前年比 7.5％増）
で、5年ぶりに増加した。

・車種別には、登録車が 323 万台（前年比 10.6% 増）
となり、7年ぶりに増加したが、7年連続で 400
万台を下回った。

・軽自動車は 173 万台（前年比 2.3% 増）と 4 年
ぶりに増加した。

・2010 年 12 月末の四輪車保有台数は 7,536 万台
となった。

四輪車新車登録・新車販売台数推移

四輪車保有台数の推移（各年末時点）

出所:日本自動車工業会｢2011年日本の自動車工業｣
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二輪車生産台数

二輪車輸出台数

二輪車国内販売台数

出所:日本自動車工業会｢2011年日本の自動車工業｣

出所:日本自動車工業会｢2011年日本の自動車工業｣

出所:日本自動車工業会｢2011年日本の自動車工業｣

2）二輪車の生産・輸出・国内販売の状況
（1）生産

・2010 年の二輪車生産は、66 万台（前年比 3.0% 増）
と 5年ぶりに増加した。

・具体的には、原付第一種（50cc 以下）が 8.7 万
台（前年比 19.3％減）、原付第二種以上（51cc
以上）が 57.7 万台（前年比 53.6％増）となった。

（2）輸出
・2010 年の二輪車輸出は、49 万台（前年比 9.3% 減）
となり、4年連続して減少した。

・内訳は、原付第一種（50cc 以下）が 1.1 万台（前
年比 20.5% 減）、原付第二種以上（51cc 以上）
が 49.7 万台（前年比 9.2％減）となった。

（3）国内販売
・2010 年の二輪車国内販売は、38 万台（前年比
0.1% 減）と 5年連続して前年を下回った。これ
はピーク時（82 年 329 万台）の 10 分の 1 とい
う状況である。

・内訳は、原付第一種（50cc 以下）は 23.1 万台（同
9.5％減）、原付第二種以上（51cc 以上）が 14.8
万台（前年比 19.2％増）となった。
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3）業種別の実績
（1）メーカー 11 社

・2010 年度売上高は 10 社で、増収となり、全社
で増益となった。為替の円高やエコカー補助金
終了の反動が下期にでたものの、販売台数増
（16,272 億円）、原価低減（5,934 億円）で、為
替差損（7,395 億円）を補い、増益となった。

・東日本大震災により、11 年度は極めて厳しいこ
とが予想される。

（2）車体・部品製造
・2010 年度は 9月初旬にエコカー補助金が終了し
たことによる反動減はあったものの、新興国の
需要拡大や原価低減などの努力により、増収増
益企業は 99 社となった。

・2011 年度決算見込みについては、メーカーが通
期決算発表時に「震災の影響により予想困難」
という理由で公表されなったことをうけ、部品
企業においても多くが非開示となった。

（3）販売会社（自販連調査）
・自動車ディーラー 993 社の 2010 年度の収益（速
報）は、エコカー補助金が終了したことによる
反動減により、新車販売台数は減少（前年比
95．8％）したが、全体としては減収増益とな
った。

・売上高については微減（前年比 99.5％）であっ
たものの、車両、サービス、部品など各部門に
おける利益率の向上と、営業費の圧縮などによ
り、経常利益は増加（前年比 115.3%）となった。

・車種店別には、エコカー減税の影響により、乗
用車店、軽四併売店は売上高が減少したが、大
型車店、輸入車店では増加となった。

・経常利益では、どの車種店でも増益となった。
なかでも計四併売店（前年比180%）、輸入車店（前

年比 188.3%）は大幅な増加となった。

〈収益状況推移〉　　　　　　　　　　　　　　　  （億円）

〈連結〉企業業績（メーカー 11社）

車体･部品製造部門（上場111社）の業績

自動車ディーラー収益状況

＊三菱ふそうトラック・バスとUDトラックスは決算未公開のため集計せず。
出所：決算発表時の各社広報部資料より自動車総連集計

※連結対象会社のない場合は単独決算数値で集計。
　　　　　　　出所：「会社四季報」「NIKKEIネット」より自動車総連にて集計

（億円）

出所：日本自動車販売協会連合会

〈2010年度車種店別速報〉
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（人）

出所：自動車総連「非正規調査」

正規・非正規労働者の推移

2010年9月末と2011年3月末の増減推移

4）雇用動向
（1）正規従業員

・正規従業員は 2010 年 9 月末と比べ 3.9% の増加
となった。内訳は現業部門で 8.4% の増加、事・
技部門で 1.9% の減少となった。

（2）非正規労働者
・非正規従業員は 2010 年 9 月末と比べ、3.2% の
増加となった。パートアルバイト、再雇用者、
有期雇用契約者が増加し、派遣社員、請負社員
が減少した。



－ 26－

（3）定期採用
・2011 年の定期採用実績は 3 業種（製造 <16 社
>･ 部品 <64 社 >･ 販売 <47 社 >）合計で、前年
比 9.2％の増加となった。
1）3部門実績合計 ･･･9,828 人
2）2010 年実績比 ･･･109.2%（+829 人）
3）2011 年計画比 ･･･100.8%（+75 人）

・内訳を業種別にみても、ほとんどの部門で前年
実績より増加した。

製造16社の定期採用状況

部品64社の定期採用状況

販売47社の定期採用状況

出所：自動車総連「定期採用調査」
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1）2011 年 3月期決算資料　 スズキ㈱ホームページ　IR情報　平成 23 年 3月期 決算参考資料より
〈連結決算〉

Ⅳ．スズキグループの動向
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〈部門別売上台数実績〉
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2）スズキグループの業績　　　  スズキ㈱ホームページ　IR情報　平成 23 年 3月期 決算短信より
〈連結業績〉

平成 23 年 3 月期（145 期）の当社グループを取り巻く経営環境は、アジアを中心とした経済回復
や各国政府による景気対策等の影響により、世界経済は緩やかな回復を見せているものの、依然と
して欧米では高い失業率が続くなど、引き続き厳しい状況にあります。国内においては、海外経済
の拡大などにより、景気は持ち直していましたが、東日本大震災の発生により、経済活動の停滞が
懸念される状況ととなりました。
このような状況下、145 期は、欧州、北米での売上高は前期を下回ったものの、アジアでの二輪車、
四輪車の販売増加等により、連結売上高は 2兆 6,082 億円と前期に比べ 1,391 億円（5.6％）の増加
となりました。連結利益の面でも、為替影響などによる減益を、売上増加、原価低減等による増益
で吸収し、営業利益は 1,069 億円と前期に比べ 275 億円（34.7％）の増加、経常利益は 1,225 億円
と前期に比べ 287 億円（30.5％）の増加、当期純利益は 452 億円と前期に比べ 163 億円（56.2％）
の増加となりました。

〈事業の種類別セグメントの業績〉
（二輪車）
アジアでの売上高は増加しましたが、欧州、北米、及び国内での減少により、二輪事業の売上高は
2,577 億円と前期に比べ 52 億円（2.0％）の減少となりました。損益面では、欧米向け大型二輪の
販売低迷が続き、108 億円の営業損益となりましたが、アジアでの業績改善等により営業損益は前
期に比べて、103 億円減少しました。

（四輪車）
国内は、エコカー購入補助金制度終了により、10 月以降、市場が低迷しましたが、「スイフト」、「ソ
リオ」、「MRワゴン」、等の新型車発売や営業力強化により拡販をはかりました。
しかしながら、東日本大震災の影響もあり、国内売上高は前期を下回りました。海外売上高は、イ
ンドやインドネシアなどアジアを中心とした新興国の販売増加により、前期を上回りました。その
結果、四輪事業の売上高は 2兆 3,230 億円と前期に比べ 1,390 億円（6.4％）の増加となりました。
営業利益についても 1,085 億円と前期に比べて 179 億円（19.8％）の増加となりました。
国内では、「スイフト」、「MRワゴン」、「パレット」等の燃費改善車の発売、全機種を環境対応

（特機等）
特機事業の売上高は、欧州、北米、アジア、太平洋州を中心に増加し、486 億円と前期に比べ 32
億円（7.1％）の増加となりました。営業利益についても、67 億円と前期に比べ 14 億円（26.2％）
の増加となりました。

（金融）
金融事業の売上高は 611 億円と前期に比べ 185 億円（23.2％）の減少となり、営業利益は 30 億円
と前期に比べ 8億円（21.3％）の減少となりました。

〈所在地別セグメントの業績〉
（日本）
売上高は、東日本大震災の影響もありましたが、四輪車の欧州・アジア・中南米向け輸出等が増加し、
1兆 5,724 億円と前期に比べ 839 億円（5.6％）の増加となりました。営業利益は、為替影響などに
よる減益を、売上増加、原価低減等による増益で吸収し、532 億円と前期に比べ 191 億円（55.8％）
の増加となりました。
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（欧州）
各国政府の自動車買い替え助成策終了の影響などにより、売上高は 3,330 億円と前期に比べ 905 億
円（21.4％）の減少となりました。営業利益については、4億円と前期に比べ 42 億円（91.1％）の
減少となりました。

（北米）
二輪車、四輪車の販売減少により、売上高は 974 億円と前期に比べ 315 億円（21.4％）の減少とな
りました。損益面については、22 億円の営業損失となりましたが、諸経費の減等により、営業損
失は前期と比べて 94 億円減少しました。

（アジア）
インド、インドネシア、パキスタン、タイなど各国での二輪車、四輪車の販売が増加したことにより、
売上高は 9,486 億円と前期に比べ 1,680 億円（21.5％）の増加となりました。営業利益については、
469 億円と前期に比べ 93 億円（16.5％）の減少となりました。

（その他の地域）
大洋州、アフリカなどでの四輪車の販売増加により、売上高は752億円と前期に比べ78億円（11.4％）
の増加となり、営業利益についても、37 億円と前期に比べ 25 億円（200.0％）の増加となりました。
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【事業の種類別 ･地域別売上金額】
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売 上 高
営業利益
経常利益
当期利益

売 上 高
営業利益
経常利益
当期利益

30,048 （－14.2%）
 769 （－48.5%）
 797 （－49.2%）
 274 （－65.8％）

 23,656 （7.6%）
 1,075 （13.0%）
 1,095 （15.0%）
 605 （38.0％）

 24,690 （－17.8%）
 793 （3.2%）
 938 （17.8%）
 289 （5.4%）

 27,456 （16.1%）
 1,138 （5.9％）
 1,193 （8.9％）
 659 （9.0％）

 26,082 （5.6%）
 1,069 （34.7%）
 1,225 （30.5%）
 451 （56.2％）

 31,637 （15.2%）
 1,329 （16.7％）
 1,392 （16.6％）
 750 （13.7％）

 26,100 （0.1%）
 1,100 （2.9%）
 1,250 （2.0%）
 500 （10.7％）

 35,024 （10.7%）
 1,494 （12.4%）
 1,569 （12.7%）
 803 （7.0%）

○連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　（1）連結子会社数　138社　　国内会社……… ㈱スズキ自販近畿
 スズキ精密工業㈱他68社
　　　　　　　　　　　　　　在外会社……… アメリカン スズキ モーター社
 スズキ インターナショナル ヨーロッパ社
 マジャール スズキ社
 スズキ インドモービル モーター社
 マルチ スズキ インディア社
 パック スズキ モーター社　他62社
　（2）非連結子会社数
　　　　　1社（うち持分法適用会社なし）……… 鈴木自動車工業㈱
　（3）関連会社
　　　　35社（うち持分法適用会社35社）……… 重慶長安鈴木汽車有限公司 他37社
○連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　（1）連結　（新規）　　1社……………………… マルチ インシュランス ブローカー社
　　　　　（除外）　　1社……………………… 清算のため連結の範囲から除外
　（2）持分法（新規）　　3社……………………… イナジー オートモーティブ システムズ マニュファクチャリング インディア社
 マネサール スティール プロセッシング インディア社
 マルチ インシュランス ブローキング社

08年度 09年度 10年度 11年度（予想）

04年度 05年度 06年度 07年度

（連結業績予想）
売上高 2 兆 6,100 億円 （前期比 0.1% 増）
営業利 益 1,100 億円 （前期比 2.9% 増）
経常利益 1,250 億円 （前期比 2.0% 増）
当期純利益 500 億円 （前期比 10.7% 増）
為替レート 1米ドル＝ 80 円、1ユーロ＝ 110 円
※次期の見通しについては、現時点で入手可能な情報及び仮定に基づき算出したもので、リスクや
不確実性を含んでいます。実際の業績は、さまざまな要因の変化により大きく異なることがあり
えます。実際の業績に影響を及ぼす可能性がある要因には、主要市場における経済情勢及び需要
の動向、為替相場の変動（主に円／米ドル相場、円／ユーロ相場）などが含まれます。

【スズキ連結決算推移】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）
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